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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その後、2015年（平成27年）の同プランの改定を経
　て、2020年（令和2年）３月に２回目の改定を行い、７つの基本施策のうちの「社会全体で子育ち・子育てを応援」
　の取組として、子どもの人権が尊重される社会環境づくりを進めることとしています。

　また、2014年（平成26年）3月に策定した「滋賀県いじめ防止基本方針」を2017年（平成29年）9月に改訂
し、いじめ防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進しています。

2022年(令和4年)6月には、こども施策に関する基本理念を定め、
こども施策を総合的に推進することを目的として、「こども基本法」が制定されました(施行日:2023年 (令和5年)
4月1日)。
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性的虐待

合　　計

保護の怠慢・拒否

　なお、「しつけ」と称した虐待の増加を受けて、2020年（令
和２年）４月に児童福祉法および児童虐待防止法が改正され、体
罰の禁止が明文化されました。

防止法は、2004年（平成16年）10月から2020年（
令和２年）にわたる数次の改正施行を経て、法律の目的

30 1 2 3令和平成

小学校
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高等学校

　子どものいじめは、いじめる子どもが「ふざ
けていただけ」と認識している場合や、いじめ
られた子どもが相談できない場合もあり大人
から見えにくいケースも多く、巧妙で陰湿であ
ったり、遊び感覚で行っている場合もあります。
　また、いじめをおもしろがって見ていたり、
はやしたてたり、見て見ぬふりをしている子
どもたちもいます。
　いじめを受ける子どもに責任はありません。
いじめられた子どもには心のケアを十分に行
うことが大切です。一方、いじめる子どもが抱
える問題についてもしっかりと対処すること
が必要です。また、傍観する子どもの存在が
いじめを助長しているとも言えます。
　いじめは、どの子どもにも、どの学校でも起
こりうるものであるという考えのもと、いじめ
は絶対に許さないという意識をみんなが持つ
ことが大切です。
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令和4年11月現在、「淡海子

成７年）にCAPスペシャリスト養成講座が日本で始まり、翌1996年（平成8年）、旧八日市市に県内初のCAPグ
ループが誕生しました。

ども食堂」は県内170ヶ所にひろがり、

ボランティアグループ、自治会、地区
（学区）社会福祉協議会、社会福祉法
人等、さまざまな方がそれぞれの思
いと工夫で運営されています。

　不登校はどの子どもにも起こり得るもので、学校生活、
家庭生活などさまざまな理由によって起こります。単に学
校へ行かないことだけをとらえて子どもや保護者を責める
のではなく、子ども自身が悩んだり傷ついていること、保
護者も大きな不安や悩みを抱えていることを深く理解する
ことが大切です。
　また、不登校の子どもによっては、不登校の時期が休養
や自分を見つめ直す等の積極的な意味を持つことがある一
方で、学業の遅れや進路選択上の不利益、社会的自立への
リスクが存在することにも留意する必要があります。
　その支援に関しては、適切にアセスメント(見立て)を行
い、支援の目標や方針を定め、スクールカウンセラーやス
クールソーシャルワーカー等の専門家や、教育支援センタ
ーや民間団体等関係機関とも連携しながら、個々の状況に
応じた具体的な支援を展開していくことが重要で、「学校
に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、子
どもが自らの進路を主体的に捉え、社会的に自立する方向
を目指すように働きかけることが求められます。

子どもが安心して暮らせる地域社会づくりへ

30日以上の長期欠席者数のうち、不登校児童生徒数の推移
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